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概要

　情報ネットワーク上のコミュニティにソフトウエア、ハードウエア開発の事例研究から、開発・創造する消費者、利

用段階の経済的なベネフィットだけでなく、開発プロセス、コミュニケーションプロセスからの経済的・非経済的なベ

ネフィットを得る消費者、消費者の能力の向上、消費者間のコミュニケーション・メディアの変化、個としての消費者

から、コミュニティ=つながった消費者などの特徴が見いだされた。これらは、企業が作り消費者が情報を収集し購入

する、消費者は利用段階での効用を最大化するといった、これまでのマーケティングが前提としてきた、枠組みが崩れ

つつあることを示した。これを踏まえて、消費者からの情報発信を前提とし、消費者-企業が長期的に相互作用してい

くという「共進化マーケティング」を提示した。

(キーワード　　消費者による開発、共進化マーケティング、オープンソース)

注1
 論文の草稿について東大経済学研究科「インターネットとマーケティング・サイエンス」受講の皆さんから貴重な意

見を頂いた。記して感謝したい。
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Coevolutionary Marketing
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Abstract
 Through two case studies on software and hardware development by consumers, we found the following  
facts that are beyond  traditional marketing. (1)Consumers not just consume but also create and develop 
products and software. (2)Consumers not only enjoy consumption process, but also enjoy creating process 
and communication process. (3)Quality and quantity of communication between consumers are changed. 
(4)Connected consumers by network behave as a community. (5)Knowledge and skill of consumers are 
increased. (6)Employees within firm also changing. (7)Complex and dynamic interaction beteween 
consumers, manufacturers, employees, mass media and so on. Based on these findings, new concept of 
marketing: coevolutionary marketing is proposed. 
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1.はじめに

　Linus Torvaldsおよび、その共感者によるLINUX の開発、Hewlett-Packard'社の携帯端末HP95/100/200LXの日本語

化. モバイルギアのDOS化など、消費者によるソフトウエア開発の動きが活発化している。このような 「消費者による

開発」の動きは、ソフトウエアにとどまらない。Hewlett-Packard社はHP200LXの生産中止に反対したユーザーグルー

プは、自分たちの理想の携帯端末の設計、製造販売を進めている。マツダ/ユーノスのユーザーは自分たちの理想のカ

スタムパーツの製造を行っている。また、日本酒の愛好家グループは理想の日本酒の委託生産を行っている[日本経済

新聞夕刊2000年]といった例もある。

　生協を消費者の集合体ととらえれば「消費者による開発」は、目新しい現象ではない。しかしながら、ここに挙げた

例は、情報ネットワークがなければ出会うことがなかったであろう消費者が情報や考え方を交換し、いわば「コミュニ

ティ」を形成しながら、より複雑で高度な製品・ソフトウエアを開発しているという特徴がある
注2

 。

　Linuxの成功をみたMicrosoft、Appleは自社のOSの一部を一般に公開し、ある程度自由に開発させるように戦略を変

更した。このことに見られるように、「消費者による開発」は企業の開発、マーケティングにも影響を与ている。テク

ノロジーや市場環境の変化にともなってマーケティングの考え方も、マス・マーケティングから、セグメント・マーケ

ティング、ワンツーワン・マーケティングへとよりミクロな観点から消費者を捕える方向へと変化してきた。しかしな

がら、これらはすべて、企業が商品を開発、販売促進し、消費者がそれを購入することを前提としており、消費者が開

発・生産するという現象を前提とした枠組みは用意されていない。

　このような現象を理論的にとらえるかは、大きな課題であるが、その課題に取り組むための第1ステップとして、本

論文では、消費者による開発の事例を紹介し(2節)、これまでのマーケティングの限界を指摘する(3節)。そして、「共

進化マーケティング」の考え方を提示する(4節)。最後に、今後の研究の方向性を指摘する(5節)。

2.「消費者」による開発

　図表1には「消費者による開発」の事例をまとめた。これらは携帯端末の領域を中心に筆者が知り得た範囲のもので

あり、体系的なにサーベイしたものではない。しかしながら、冒頭に述べたように、ソフトウエアのみならず、ハード

ウエアについても開発がなされている。ここでは、これらの中から既存のハードウエアでDOSが使えるようなソフトウ

エアをユーザーが開発した事例、さらにハードウエア自体を開発・販売している事例を紹介しよう。

----------------------

図表 1　　「消費者による開発」の事例

----------------------

事例1:　モバイルギアのDOS化の事例
注3

　モバイルギアは、NECが1996年4月に発売した携帯端末である。このマシンは、CPUにIntel社の486、オペレーティ

ングシステムとしてMS-DOSを利用するという汎用性の高いアーキテクチャを採用していた。しかしながら、その上に

UnishellというNEC独自のshellが被せられ、ユーザーは汎用性のあるDOS環境にタッチすることはできない仕様となっ

ていた
注4

 。

　NECは、このshellの上で簡単に使えるように、あらかじめ電子メール、ワープロ、表計算、住所録といったソフトウ

注2
 なお、彼らは開発のみならず他の消費者への推奨、開発したソフトウエアのサポートなど、企業が行ってきた販売促

進、サポートなど広範な機能もももっているが、本論では「開発」を中心に論ずる。
注3

 この事例については、@NiftyのFNECMCフォーラムのホームページおよびログを読んでまとめた。
注4

 モバイルギアにはWinCE搭載機もある。これはCPUからして異なるものなのでDOS化はできない。以下、本稿でいう

モバイルギアとは、DOS化の可能なMKシリーズを指す。なお、MKシリーズについてはFreeBSDやLinuxの移植も行わ

れている。
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エアを搭載し販売していた。通常のユーザーであれば、NECが用意したこれらのソフトをそのまま使えば十分だったの

かもしれない。しかし、一部のユーザーは、処理速度の遅さ、自分が使い慣れたソフトとのデータの互換性のなさと

いった点で不満を感じていた
注5

 。

　モバイルギアの発売に伴い、96年4月25日に、日本最大のパソコン通信ネットワークであるニフティサーブ(現アッ

ト・ニフティ)のFNENB98フォーラム内に、特設会議室が設置された。なお、会議室とは、電子掲示板のことであり、

フォーラムへの参加者(ニフティ加入者であれば、だれでも参加できる)は自由にメッセージを読んだり、書き込んだり

することができる。

　この会議室には、モバイルギアを購入した人、しようかと検討している人、プログラマーからパソコン初心者までが

様々な書き込みをしている。これらユーザーが情報を交換し、ときには議論を戦わせながら、モバイルギアでDOSが使

えるように内部の解析、ソフトウエアの開発を進めていった。なお、このフォーラムメンバーによって下記のことが行

われている。

　モバイルギアについての内部解析

　モバイルギアについてのテスト(例　電池の持続時間)

　ソフトウエアの開発

　ソフトウエアのテスト、デバッグ

　開発されたソフトウエアのサポート

　モバイルギア(上で動くソフトウエア)の使い方についてのQ&A

　FAQ(よくある質問集)の作成

　本の出版

　オフラインミーティング

　会議室に投稿されたメッセージは、ライブラリとして保存されているので、それを読むことによって、「消費者によ

るモバイルギアのDOS化プロセス」を詳細にたどることができる。開発プロセスの詳細な分析については別稿

[Hamaoka(準備中)]を参照されたいが、発売直後から、米国の携帯端末であり日本のユーザーが日本語化のためのソフト

ウエアなどを開発していたHewlett Packard社のHP100/200LXのようになって欲しいといったメッセージが投げかけら

れた。

　これに対応するかのように、DOS化の試みが行われた。ある者は秋葉原の店頭で、DOSに脱出するための「隠しキ

ー」を探したり
注6

 、ある者は、モバイルギアのソフトウエア開発キットを購入し、自宅で内部解析を進めた。会議室に

投稿された情報を、名古屋の別の店頭で確認するメンバーもいた。

　当初は隠しキーなどで簡単にDOSに降りることができるだろうと楽観的であったが、はじめの1-2ヶ月は大きな進展

はみられなかった。このため、発言の数自体も減少した他、なぜDOSが簡単に使えるようにしないのかといったNECへ

の批判や、入力しやすいキーボードで30時間持続できるというハードウエアの魅力をもっているにもかかわらず、ソ

フトが貧弱なため売れないだろうというモバイルギアへの同情なども書き込まれた。その一方で、モバイルギアがDOS

化されるまで購入を控えるといった、期待のメッセージも書き込まれた。

　開発キットを購入し、それを手がかりとして内部解析を進めていたTrimdale氏(ソフト会社の管理職)が、会社の部下

であるプログラマーWS_HI氏の協力を得て、発売3ヶ月後「お試しDOS」ソフトウエアの開発に成功した。これによっ

て、Unishell環境からDOSコマンドを実行し、その結果を見ることができるようになったのである。雑誌「The Basic」

編集部の鈴木昌太氏によって、Unishell環境からDOS環境へと脱出するためのソフトウエア「Uniexit」が開発され、同

誌「The Basic」に公開され、その後、このフォーラムのライブラリでも提供された。

　このようにDOSを使えるようになったものの、モバイルギアに搭載されているDOSは英語版であり、このままでは日

本語の入力や表示はできない。また、キーボードも一部、特殊な配置であり、使い慣れた配置に変更する必要があっ

た。これらを可能とするための一連のソフトウエアがYoshi氏やnabe氏らによって開発された。

　その後、モバイルギア上でのDOSソフトウエアの開発、既存のDOSプログラムの移植などが行われていった。これに

よって、ATOK(日本語入力ソフト)、NIFP(ログブラウザ)、Vz(エディタ)など、ポピュラーなDOSソフトウエア群が日本

注5
 筆者もモバイルギアMK32のユーザーであるが、あらかじめインストールされているソフトについては処理速度、機

能、データの互換性といった面で不満を感じている。
注6

 NECのワープロ「文豪」では、あるキーの組み合わせを押すとCP/MというOSに脱出できた。
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語で利用できるようになっていった。

　DOS化するためのソフトは別々に開発されたものであり、インストールするのは初心者には困難である。そこで、こ

れら一連のソフトを簡単にインストールできるようなパッケージ化も行われた。また、ある人が作ったソフトウエアの

マニュアルを別のユーザーがよりわかりやすいものに書き換える、公開されたソフトウエアのソースコードやノウハウ

を他のユーザーが利用して別のソフトに利用するといったことも行われた。また、本稿では触れないが、ソフトの使い

方を教えるといったユーザーによるサポートも行われている。

　ネットワークでの情報の広がりと併せて、旧来のメディアもこの現象を取り上げた。1997年9月には雑誌ASCIIが、

モバイルギアのDOS化を紹介し、一連のソフトウエアを付録のCD-ROMに収録した。さらに1998年5月には、フォーラ

ム有志による書籍「MS-DOS版　Mobile Gearバイブル」が出版された。これらによって、ニフティに加入していない者

にも広く、フォーラムの活動が知られるようになった。ちなみに、筆者がモバイルギアを購入したのは、ASCII誌の記

事を読み、DOSの各種ソフトウエアが使えることを知ったからである。新しいメディアだけでなく、マスメディアも重

要な役割を果たしている。

　DOSが使えるようになるまで購入を控える、購入して早速DOS化したといったメッセージは掲示板に散見される。ま

た、DOS化に最も基本的なソフトであるDOS窓ver1.2は4338回 、Uniexit-ver2.8は3040回ダウンロードされている。
注7

　　
ユーザーの開発したソフトによってモバイルギアの魅力は増幅されたといえるだろう。しかし、筆者の知る範囲では

ユーザーの一連の活動に対して、NECは中立的な立場をとった。つまり、これらのソフトウエアを公認したり、支援の

ための情報やツールの提供といった支援も、著作権の侵害で訴えるといったこともしなかったのである。

事例2　「オープン・ハードウエア　Morphy Oneプロジェクト」
注8

　Hewlett Packard社のLXシリーズは、モバイルギアよりも古くから発売されている携帯端末である。マーケティング

資源の不足から、日本でも米国のモデルがそのまま販売された。このため、日本語化のためのソフトウエアがニフティ

のフォーラムのメンバーによって開発されていった。その活動をHP社も公認したという
注9

 。 

　このようにメーカーの資源の不足をユーザーが補完するという良い関係が構築されていた。しかし、ユーザーにとっ

て衝撃的なニュースがリリースされた。HP200LXの生産を98年10月でうち切るというのである。代わって後継機種が

発売されるが、端末機自体も一回り大きくなり、カラー化にともなって電池の持続時間も短くなってしまうといったハ

ードウエア上の問題がある。また、新機種はWinCEをベースとするものであり、ユーザーが構築してきたDOSベースの

ソフトウエア群が使えなくなってしまうという問題もあった。

　この決定に反対するユーザーは、ネットワーク上で署名活動を行った。集められた署名をHP社に手渡したものの、

結局その決定を覆すことはできなかった。通常のユーザーならば、そのままあきらめて、生産中止前にもう一台買った

り、もしくは後継機種や他社の機種に乗り換えたかもしれない。しかし、後継機種のありかたを論ずる会議室が設けら

れ、その中でユーザーの一人である「とよぞう」氏が、自分たちの理想とする後継機種の試作を提案した(99年8月)。

「HP200LXが生産中止ならば、作ってしまえば良いのです。」とは同氏の言葉である
注10

 。

注7
 DOS窓ソフトウエアは4つのファイルからなっている。ここでの数字は、これらを圧縮して一つにしたファイルのダ

ウンロード回数である。これらは、現在、ライブラリに公開されている最新バージョンをダウンロードした者の数であ

る。古いモノをそのまま使用しているユーザーもいることを考えると、DOS化して利用しているユーザーの数はこれよ

りも多くなる。
注8 この節については、以下のHPおよびを参照した。

　　　http://www.nifty.ne.jp/forum/fhppc/MorphyOne/index.htm

　@nifty FHPPC １０番会議室MorphyOne関連log

http://morphyone.org/

　Morphy One プロジェクト(オープンハードウェア・パームトップコンピューティング)

http://www.morphyplanning.co.jp/

　合資会社　モルフィー企画
注9 ここまでの経緯は森田(1997a)にまとめられている。
注10 とようぞう氏の個人ホームページ。http://member.nifty.ne.jp/toyozou/　より引用。
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　同フォーラムの設立5周年のオフラインミーティングで、フォーラムのメンバーからの賛同を受けた同氏は、さらに

具体的なプランを提示していった。その後、合資会社であるMorphy企画をフォーラムのメンバーと共同で設立し、設

計、部品の調達、予約受付などを進めている。

　なお、生産については同プロジェクトへの参加者である原科氏の勤務先が支援する予定だという[佐々木、北山

(2000)、4章]　

　2001年1月末現在、試作機の制作、部品の調達、基板の最終チェックなどが修了しており、春までには出荷できる見

込みである。

　なお、当初は理想の携帯端末Morphy Oneの開発が目的だったが、「とよぞう」氏の発案により、USB機器の開発、

Linuxベースで走るゲーム器の開発など、活動が広がっている。

　LINUXの成功以来、ソフトウエアのソースコードを公開し、その変更を自由にみとめるという「オープンソース」

が注目されているが、彼はこのプロジェクトについても回路図などをすべて公開し、だれもがそれを自由に再利用でき

るという「オープンハード」方式で進めている。なお、共同で設計を行うと、著作権の問題などが複雑化する可能性が

あるので、賛同者の意見をききつつも一人で設計を進めている。携帯端末という複雑な製品を一人で設計できるのも、

LinuxというフリーのOS上で走る、これもフリーの回路設計ソフトができるためである。

3.　これまでのマーケティングの限界

　これまでのマーケティングが考慮してこなかった現象が、これら二つの事例に共通して観察される。ここでは、それ

らを指摘する。

(1)消費者の役割の変化:　開発・創造する消費者

　これまでのマーケティングでは、企業が製品・サービス、情報を提供し、消費者がそれを選択するという仮定をおい

てきた。しかし、この二つの事例とも、消費者がソフトウエア、ハードウエアを開発し、それを他の消費者が利用して

いる。つまり、単に「消費しているだけではなく開発・創造」している。考えてみると、バイクにステッカーを貼った

りパーツを取りつける、自分なりのファッションの着こなしを考える、インスタントラーメンにちょっとした具を入れ

る、替え歌をつくるなど、我々は企業から発売されたものに、何かしらの手を加えて利用・消費していることがわか

る。これらもいわば身近な「消費者による開発」といえるだろう。

　しかし、ここに紹介した事例では、「情報ネットワーク」によって出会い結びついた消費者がいわば「コミュニテ

ィ」を形成し、「自発的な動機」から「情報、知識を共有しながら」、より複雑なソフトウエア、ハードウエアを「開

発・創造」し、「他者に供給」しているという特徴がある。

(2)消費者の動機の変化:　利用段階の経済的な動機から開発プロセス、コミュニケーションプロセスからの経済的・非

経済的な動機へ

 　彼らがなぜ開発しているのか、その動機を考えてみよう。オープン・ソースの仕掛け人といわれるRaymond(1998)

は、ソフトウエア開発者の動機として、仲間からの名声reputationが重要であることを指摘している。例えば、Linux上

で走るサーバーソフトウエアであるApacheサーバーは、ユーザーが開発したものであり、そのサポートのためのニュ

ースグループHelplineが設置されている
注11

 。Lakhani and von Hippel(2000)は、ここへの質問者と回答者に対してアン

ケート調査を行った。次の図表 がその結果だが、「オープンソースを広めたいから」「CIWSUで助けてもらったこと

があるので、お返しとして」「楽しいから」「オープンソース/Apacheコミュニティでの名声を高めたいため」の順に

高くなっている。このように、消費者による開発については、経済的な動機のみならず、非経済的、社会的な動機に注

目する必要がある。

注11
 世界のサイトの60%以上がこのソフトウエアを利用しているという[Lakhani and  von Hippel(2000)]。
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図表2 ApacheサーバーHelplineへの質問に回答する動機

2.522.23回答するのが仕事の一部

2.012.47自分は権威だから

3.573.76自分の将来のキャリアのために

3.924.47自分には経験があるから

5.154.52将来困ったときに助けてもらえるから

4.084.52自分が返事をしなければ、質問者は役立つ情報を得られないから。

5.164.61USENETで助けてもらったことがあるので、お返しとして

4.224.65息抜き

4.574.71オープンソース/Apacheコミュニティでの名声を高めたいため

4.384.81楽しいから

5.144.85CIWSUで助けてもらったことがあるので、お返しとして

4.765.14オープンソースを広めたいから

そうでな

い者

n=68

回答頻度の

高い者

n=21

　注)7段階尺度への回答の平均(4:どちらともいえない。7:非常にそうである)。

　　「回答頻度の高い者」とは1996年から1999年の間にHelplineへの質問に対して10回以上回答した者。

　出所)Lakhani and von Hippel(2000)

　これを参考としつつ、消費者からみたベネフィットをまとめると、少なくとも3つに分けて考えることができるだろ

う(図表)。まず、「開発段階」において、彼らは開発プロセス自体を楽しんでいるように見える。プログラミングの経

験がある人ならば、意図した機能を実現するソフトウエアを作成したときに達成感を味わったことがあるだろう。

　開発されたソフトウエアを「利用する段階」では、それによって操作を簡便にしたり、ゲームソフトを楽しんだりと

いったベネフィットを得ることができる。彼らは、それぞれの段階で行われる「コミュニケーション」を通じて、情報

やジョークの交換、見知らぬ人との出会いといった点を楽しんでいるようにも見える。いうまでもなく、これまでのマ

ーケティングは、「利用段階」で消費者が「製品・サービス」から得る経済的なベネフィットにのみ注目してきたが、

それだけではとらえられない開発段階、コミュニケーションプロセスからの非経済的なベネフィットも重要なのであ

る。

図表3 開発の主要な3つの動機

コミュニケーションによって得られ

るベネフィット

見知らぬ人との出会いが楽しい。

メンバーとのコミュニケーション自体が楽し

い、勉強になる。

利用段階で得られるベネフィット

開発したソフトを利用して作業を簡便化す

る。

開発したソフトウエアを使うことが楽しい。

内部情報を分析することが勉強になる。

プログラミング、解析することが楽しい。

便利な製品の投入

→これまでのマーケティングは研究、実務

ともここのみに注目。

コミュニケーションの場を設定する。

開発ツールを与える?

企業の対応説明

開発段階で得られるベネフィット

(3)消費者間のコミュニケーション・メディアの変化:　コミュニケーションの質と広がり

　このケースで出逢った人々は、情報ネットワークがなければ出逢うこともなかっただろう。情報ネットワークは、多

様な人を「出逢わせ、つなぐ」機能を果たしているのである。また、ここで出逢った人々は、自分の行ったこと、考
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え、意見を電子掲示板やメーリングリストへの投稿という形で表明している。これによって、ある人が行ったことを別

の人が試してみることが可能になった。例えば、あるキーを押すとDOSに降りることができることを発見したが、別の

人が別の場所で同じことをしても降りることができなかったことから、内部のソフトウエアが出荷時期によって変更さ

れていたことなども推測できた。また、自分の能力ではここまでしかできなかった、ということを投稿し、それについ

て他の人がアイディアや情報を提供するといった、知識のパッチワークも可能となったのである。つまり、情報ネット

ワークは「情報や知識」を残す機能も果たしているのである。

(4)行動主体の変化:　個としての消費者から、コミュニティ=つながった消費者へ

　このフォーラムでは先端的なプログラマーの硬い話題と併せて、フリートーク、自己紹介といった柔らかい話題も交

換され、モバイルギアという共通の興味によって結びつけられたバーチャル・コミュニテイが形成されている。このコ

ミュニティが「消費者による開発」について重要な役割を果たしている。つまり、共同で問題を発見したり、学習した

り、さらには新たな目標、問題を創造することすらある。これによって一人では不可能だったことをも可能としている

のである。

　コミュニティがメンバーに対して与える作用を協調的、競争的な作用を次の図表 にまとめた。情報、ノウハウ、ソ

ースコードの提供など、共同で自発的に役割分担が行われている。ソフトウエアの開発者や情報の提供者には「ありが

とう」といった感謝の言葉が投げかけられる。その、一方で、だれが一番にモバイルギアを手に入れるか、一番最初に

内部解析するのはだれか、DOS化のソフトはだれが最初に開発するか、おもしろい改造をだれが行うのか、といったメ

ンバー間での競争もコミュニティを活性化すると同時に、開発の動機づけの重要な要因となっているのである。

図表 4コミュニティがメンバーに与える協調的、競争的な作用

プログラマー間の開発競争

　だれが先にDOS化の方法をみつけるか。

　面白い改造をするか　など

ユーザー間の経験競争

　一番に新機種にさわるのはだれか?

ソフトウエア間の競争(ダウンロードされた回数の多さ)

情報の共有

ノウハウ提供、教育

ソースコードの提供・共有

プログラマーへの賛辞

質問への回答

FAQ、ライブラリなどの作成

価値観の共有

競争的な作用

協調的な作用

Example分類

出所)Hamaoka(準備中)

(5)消費者の能力の向上:　企業と消費者の知識格差の縮小

　製品を開発するためには、消費者が何を欲しているかを知るだけでなく、それを実現するための技術的な情報を集め

る必要がある。von Hippel(1994)に倣って、開発には消費者が何を必要としているかという「ニーズ情報」と、それを

実現するために必要な「能力」に分けてみよう。これらの情報、能力を消費者と企業のどちらがもっているかに注目し

て、予想される開発の主体をまとめたものが次の図表である。

　4つのセルのうち、右上のセルは「消費者が欲しているモノについての情報を企業が吸い上げ、開発する」というも

のであり、古典的なマーケティングにあたる。しかし、事例に示したように消費者も豊富な技術情報をもつことができ

る。また、一人の消費者のもつ情報は少なくとも、複数の消費者が結びつくことによって、不足分を補うことが可能と

なりつつある。これによって、消費者がニーズ情報とそれを実現する能力をもつことが可能となりつつある。そうなる

と、左上のセルにあるように、消費者が自分の欲するものを開発することが可能となる。上で指摘したように、開発プ

ロセス自体を楽しむ消費者であれば、みすみす開発を企業にゆだねる可能性は低くなるだろう。
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図表5 情報の所在と開発の主体

企業がもつ消費者がもつ

ニー

ズに

つい

ての

情報

技術

?

企業が消費者からニーズを吸い上げ

て開発する。

→これまでのマーケティング

消費者の気づいていないモノを企業

が開発する。

→イノベーション

消費者が自分の欲するものを開

発することが可能。

→今後はこれが増加する。

企業がもつ

(消費者が気づいて

いない)

消費者がもつ

　　　　　　　　　　

(6)企業内部での変化　「発信する従業員」

　企業と消費者との関係だけでなく、企業の内部の問題とマーケティングとを関連づけることの重要性も指摘しておき

たい。詳細は不明だが、二つの事例で紹介したコミュニティで開発を行っているメンバーには、本業がプログラマーで

ありながらも、自発的にコミュニティに参加している者がいる。会社での退屈なプログラミング作業の気晴らし、趣

味、あるいは自己実現の場として、自発的にソフトウエアを開発しているというのがその好例である。自社に対する社

員の信頼、満足度も低くなっている可能性がある。

　この点については、我々の調査結果を紹介しておこう[濱岡、高橋、Cheron (2000)]。日本は欧米と比べて信頼に基づ

く社会であり、企業間における長期的な取引、終身雇用といった企業行動上の特徴があることが指摘されてきた。しか

し、山岸(1998)は、米国の方が日本よりも他の者を信頼しているという調査結果を示したのである
注12

 。

　次の図表 は、彼の開発した「信頼の測定尺度」の一部を日米のスーパーのバイヤーに対して回答させた結果だが、

山岸の結果と同じ傾向がみられる。つまり、一般的信頼スコアの平均値は、4項目とも米国の方が日本よりも高いので

ある。これとあわせて、自社に対する共感や信頼についても回答させたが、1項目を除いて、米国の方が日本よりも平

均値は有意に高くなっている。つまり日本よりも米国の方が、自社に対して共感し、信頼しているのである。

　時系列の調査ではないため、変化の動向を知ることはできないものの、従業員の満足もえられていないのが日本企業

の現実なのかもしれない。

図表6 信頼についての日本、北米比較

項目 有意水準t値北米日本

自

社

に

対

す

る

意

識

生

活

一

般

***-6.58 

***-4.05 

***-3.21 

***-4.31 

4.06 

3.92 

3.66 

3.90 

3.38 

3.49 

3.36 

3.55 

(生活一般的に)私が信頼する人間は、長くつきあってきた相手である

(生活一般的に)知らない人よりも、知った人の方がずっと信頼できると思う

(生活一般的に)ほとんどの人は信頼できると思う

(生活一般的に)ほとんどの人は基本的に正直である

***-2.76 

**-2.37 

**-2.24 

***-3.13 

***-3.08 

***-4.14 

-1.03 

3.68 

3.42 

3.73 

3.91 

3.90 

3.86 

4.00 

3.35 

3.10 

3.46 

3.58 

3.54 

3.30 

3.89 

私の会社は、私を大事にしてくれている

私の会社は、自分のために、犠牲を払ってくれたことがある

私の会社との約束は信頼できる

私の会社は、私を公正に扱ってくれている

会社の理念に共感している

この会社に喜んで骨を埋めたい

自分の会社の一員であることを実感することが多い

注)数字は5段階尺度での平均値。

　有意水準は二つの地域の平均値の差の検定結果。***:1%水準で有意。**:5%水準で有意。*:10%水準で有意。

　調査対象者は、日本、カナダ、米国のスーパーマーケットのバイヤー。回答者数は日本183、北米79。

出所)濱岡、高橋、Cheron (2000)

注12
 調査対象者は日米の学生、および電話帳をフレームとする一般サンプル。
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　これに関して、もう一つ筆者らが行った調査の結果を紹介しておこう(図表 )。企業のマーケターに対して、新商品の

開発のきっかけを回答してもらった。「消費者のニーズへの対応」の回答率がもっとも高くなっているが、「最も重要

なきっかけ」と限定すると「営業政策上の必要性」を選んだ者の割合が最も高くなった。消費者のニーズよりも、営業

現場からの要請の方が重視されているわけである。社内の都合が優先されている企業の姿が明らかである。上に紹介し

た二つの事例でも、企業にプログラマーやエンジニアとして勤務しながらも、その一方で、携帯端末やソフトの開発を

行っている。

　マーケティングの原点を見失った企業の姿が伺える。消費者のニーズだけでなく、従業員のニーズもとらえていない

のかもしれない。マーケティングのみならず、組織的な問題について再考する必要がある 。

図表7 新製品開発のきっかけ

最も重要なきっ

かけとして選ん

だ者の割合(%)

選択した者の割

合(%)

0.05.6工場稼働率向上の必要性

1.49.7ルーチン的開発

2.88.3規制緩和

4.212.5学術的なシーズ

6.317.4トップからの鶴の一声

6.320.3ブランドライン強化

6.923.6マーケターの熱意

11.839.6競争への対抗

18.163.2消費者ニーズへの対応

23.654.2営業政策上の必要性

注)当該商品の発端となったものは何ですか?次のうちから選んで○をつけてください(いくつでも)。また、その中で

最も強い要因であったと思われるものに◎をつけてください。

調査対象者は、社会経済生産性本部・経営アカデミーを修了した企業のマーケティング担当者(過去のマーケティン

グ経験者も含む)。855票を配布し、144票を回収(回答率16.9%)。調査時期1997年12月。

出所)社会経済生産性本部・経営アカデミー(1998)

(7)プレイヤーと時間スパンの変化:　様々な主体間の長期的な相互作用

　消費者コミュニティの参加者は、プログラミング能力の高い人だけではない。単なるユーザーであっても、要望をな

げかけたり、開発されたソフトのテストをしたり、より初歩的な相手への対応を行ったりしている。また、コミュニテ

ィの参加メンバーは固定されおらず、新たな者が新たな視点での意見、ニーズなどを投げかける。また、Morphy One

のケースでは原科氏の申し出によって同氏の勤務先が生産を支援することになった。コミュニティが活発になると、パ

ソコン雑誌で取り上げられ、さらに大手のテレビ局がこれを取り上げた。これによって、社会的な注目度が高まってい

く。このように、メーカーと消費者という関係だけでなく、消費者間、メーカー、マスコミなど、様々な経済主体が長

期的に相互作用している。

4.新しいマーケティング観　「共進化マーケティング」

　マーケティングは、消費者をかたまりと考える「マス・マーケティング」から、ニーズなどの類似した消費者に分け

て、それぞれに対応していく「セグメント・マーケティング」、さらには個々の消費者に対応する「ワン・ツー・ワ
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ン・マーケティング」「インタラクティブ・マーケティング」へと、その中心が移行してきた。ただし、そこで仮定さ

れている消費者の行動は、何らかの刺激によってニーズが発生し、情報を探索する。そして選択肢の評価をへて購入

し、その経験に基づいて購買後の行動が生じるというものである。つまり、消費者は与えられた選択肢から選ぶことを

前提としているわけである。

　従来のマーケティングにおいては、企業は消費者に対して、製品や広告などを通じて大量の情報、モノを提供する一

方で、消費者からの情報は苦情もしくは購買継続・中止による意思表示しか想定していなかった。図表 で企業から各

セグメントもしくは消費者に向かう矢印が実線であるのに対して、その逆の矢印が破線なのは、このことを示してい

る。

　しかし、ここで紹介した事例のように消費者は単に与えられたものから選ぶだけではなくて、足りなければ自ら開

発、創造する能力をもっている。消費者が結びつき、より複雑で高度なモノが開発される。その活動が大きくなれば、

企業にとって大きな影響をあたえることもあり得る
注13

 。つまり、消費者から企業に対しても、ソフトウエアやハード

ウエアといった形でより大量の情報が発信される時代なのである。図表8-(4)で、消費者から企業に向かう矢印が実線

となっているのはこのことを示している。

図表8 これまでのマーケティングと「共進化マーケティング」

時間

企業

企業

消費者

消費者

消費者

企業

社員

社員

社員

企業
マス・マー

ケット

企業

セグメント
1

セグメント
2

セグメント
3

企業

消費者1

消費者2

消費者3

a)マスマーケティング

b)セグメント・マーケティング c)ワンツーワン・マーケティング

d)共進化マーケティング

 

　筆者は、マーケティング現象を消費者と企業との長期にわたるダイナミックな相互作用としてとらえるべきであると

考え、そのフレームワークとして「共進化」という観点の重要性を述べてきた[濱岡(1995)、社会経済生産性本部・経

営アカデミー(1995,1996,1997,1998,1999,2000)]。「共進化(coevolution)」とは、本来は進化論における概念であり、

次のように定義される。
注13

 例えば東芝クレーム事件もその一例である。
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　「複数の種が相互に影響を与えながら環境への適応力を高める方向に進化すること［Ridley(1993)］」

　生物学における共進化とは、オオカミがカモシカを捕らえるという関係があった場合、例えば突然変異によって、足

の速いカモシカが発生すると、それが生存する確率が高くなる。これによって、カモシカという種全体の足が速くな

る。そうすると、オオカミの方でも、より足の速い個体が生存する確率が高くなり、オオカミの種全体の足も速くな

る。このような相互作用が繰り返されながら二つの種が進化していく。相互作用については、この例のような「競争」

関係のみならず、アブラムシと蟻のように共生的な関係もある
注14

 。

　企業が開発、生産した製品が消費者の手に渡る。一方で、ユーザーの内部では、ユーザが行ったことが、他のユーザ

ーにも継承され、それらの中から企業にも影響をあたえるソフトウエアが開発される。また、ハードウエアのメーカー

だけでなく、マスコミなどの行動も消費者や企業の行動に大きな影響を与えている。このようにさまざまな経済主体

が、相互に影響を与えながら長期的、短期的に変化している、つまり共進化しているのである。

　これまでのマーケティングと消費者が開発する時代における「共進化マーケティング」の違いを対比させたものが次

の図表 である。

　先に述べたように、これまでのマーケティングでは、「効用最大化や満足化など経済的な側面に注目し」「与えられ

た選択肢から選択し、それを経験する。」「個としての消費者」が仮定されてきた。しかしながら、ここでの事例では

消費者は開発することによって、金銭的なメリットを受けることはない。つまり、「経済的なものだけでなく非経済的

(社会的、非合理的)。」な側面にも注目する必要がある。また、単に「選択するだけでなく、創造する主体」である

他、「消費者がつながる」ことによって、その能力を高めることが容易となっている。

　これによって、企業と消費者の関係も、「企業が生産し消費者が購入する」という関係だけではなく、「消費者から

情報とあわせて製品、アイディアが創造される。」可能性も高まっている。また、これまでは、企業から消費者への情

報、製品の流れと比べて、消費者から企業への影響は大きくはなかったが、消費者からの情報発信がより重要化してい

くだろう。

　このような世界観にたった場合のマーケティングについての理論化、実践を考えていく必要がある。

注14
 また、「進化」については、村上(1994)の定義と同様に、進化を進歩と同義にとらえるという価値判断を含まないと考える。

　「進化とは、不変性を保持するかとみえた世界に、全く予想不可能な不連続的変化が生じ、その新しい世界の姿が保持される努

力が続くかと思うと、また不連続なジャンプが生じるといった一連の過程」
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図表9 これまでのマーケティングと「共進化マーケティング」

・メーカー、消費者、マスコミ、コミュニ

ティ。これらの境界もあいまい。
・メーカー、消費者プレイヤー

・長期的な視点がより重要に。・短期の事象を重視。期間　　　　　　　　

・ネットワークを通じて発信する社員など

企業の境界はあいまいに。

・企業内の組織の問題もマーケティングを

考える上で重要。

・閉じた、ブラックボックスとしての企業。

・組織の問題はマーケティングの領域外。

企業観(仮定されている

企業行動)

・ネットワークを通じたコミュニケーショ

ンにより物理空間的な制約はなくなる。

・より多量の情報の伝達、知識の蓄積、製

品やアイディアの「開発・創造」が可能と

なる。

・フェースツーフェイス、顕示効果などでの「情

報」の「伝達」に注目。
消費者間の関係

・経済的な動機だけでなく非経済的(社会

的、非合理的な側面にも注目)。

・選択するだけでなく、創造する主体。

・つながった消費者。

・効用最大化や満足化など経済的な側面に注目。

・与えられた選択肢から選択し、それを経験する。

・個としての消費者。

消費者観(仮定されてい

る消費者行動)

・企業と消費者の機能の境界はあいまい。

・消費者から情報とあわせて製品、アイデ

ィアが発信される。

・企業が生産し消費者が購入する。

・企業→消費者への情報、製品の流れと比べて　企

業←消費者については情報しか流れず、その量も少

ない。

企業と消費者の関係

・競争とあわせて協調関係も重要。

・オープンであることが競争優位の源泉と

なる可能性。

・主に競争に注目

・競争優位の源泉は閉じていること。

企業間　　　　　

共進化マーケティングこれまでのマーケティング

5.今後の研究方向

　共進化マーケティングの考え方についてまとめたが、その理論化、現実への対応については多くの研究課題が残され

ている。ここでは、これまでに行われた主要な研究例にふれつつ、今後の研究課題をまとめよう。

1)ネットワーク・コミュニティの発展プロセスの研究

　ネットワーク上のコミュニティについては、社会(心理)学者による研究が存在する。例えば、古川(1993)は、ネット

ワーク上のコミュニケーションの構造を分析している。ニフティの4つのフォーラムの会議室の発言数を集計すること

によって、一位の発言者の発言割合がある会議室では46%にも上るが、別の会議室では8.6%に過ぎないことを示して

いる。また、コメントのつけかたから、メンバー同士の結びつきをネットワーク図で表している。さらに、発言の内容

分析、コメントチェーンのつながりの長さなど、投稿されたメッセージから様々な指標を算出している。この結果、4

つの会議室毎に、コミュニケーションの構造が異なることが示されている。しかしながら、分析の対象は4つの会議室

にしかすぎず、コミュニケーション構造の違いが、テーマの違いによっているのか、メンバーの構成によっているの

か、どのようなメッセージにレスポンスが集まるのかといった一般的な知見は得られていない。

　北山(1997)は、メンバー間のコミュニケーション構造に関して社会ネットワーク指標を算出している。社会ネットワ

ーク分析では、i番目のメンバーがj番目にコメントしていれば1、していなければ0というソシオマトリクス(socio-
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matrix)に基づいて各種の指標を算出する。図表 の下半分が、それらの指標である。「マトリクスの次元」が発言した

人の数であり、「マトリクスの要素数」はありうる関係の数であり「マトリクスの次元」の2乗になる
注15

 。例えばA会

議室では、34人が発言しているので34*34=1156の関係がありうる。「マトリクスの非0要素数」は、実際にコメント

がつい関係の数であり、この場合277となっている。実際にあった関係の数をありうる関係の数で除したものが、

「ネットワークの密度」と呼ばれるものであり、A会議室では24%となっている。また、「社会ネットワークの中で、

比較的密度の濃いネットワークを形成している人びと（あるいは集団のこと)をクリークと呼ぶ（盛山1990）」。2人

の場合を「ダイアド」、3人の場合を「トライアド」、4人の場合を「クアドラド」と呼ぶ。これをカウントすること

によって、A会議室の方がより濃密なコミュニケーションが行われているとしている。

図表 10 社会ネットワーク指標の算出例

??02　クアドラドの数

113 195434マトリクスの次元

?

??

19(35.2%)

1

19(55.9%)

1

クリークに属している人の数(%)

　トライアドの数

?

?

?

?

?

94　ダイアドの数

87クリークの数

8.9%4.4%3.8%24.0%

32567111277

3611276929161156

マトリクスの密度

D会議室C会議室B会議室A会議室

マトリクスの非0要素数

マトリクスの要素数

出所)北山(1997)より作成。?は原論文にデータが明示されていないことを示す。

　これらの研究は、ログデータを用いてどのような分析ができるかは示しているものの、分析対象は、それぞれ4つの

会議室であり、会議室によってコミュニケーション構造が異なるという結果は得られているものの、どのような会議室

の場合に、どのようなコミュニケーション構造となるのかといった一般的な結論は得られていない。

　特に、電子コミュニティに参加することは時間(Niftyの場合には費用も)がかかる。それにもかかわらず、参加してい

るのはなぜかというのが、コミュニティの形成過程を解明する鍵となるだろう
注16

 。

　また、ログデータではリアルタイムで、だれが、だれに対して、どのようなメッセージを投稿したかが記録されてい

る。このようなダイナミックなデータであるにも関わらず、行われている分析は、ある期間の投稿数をプールしてカウ

ントしたスタティックな分析である。この点については、社会ネットワーク分析のモデル自体の拡張が必要である。マ

ーケティングにおいてはパネルデータの分析手法が発展しており、それを適用することによって「どのように関係が形

成されるのか」を明らかにすることができるだろう。

2)消費者による開発についての研究

　企業による「製品開発プロセス」に関する研究は数多くあるものの、「消費者による開発」についての研究例は極め

て少ない。Levy(1998)は米国の主要なハッカーの生い立ちからハッキングの動機などをヒアリングを通じてまとめて

いる。また、金子監修(1998)は、日本のシェアウエア作家に対してヒアリングすることによって、開発の動機などを示

している。しかし、これらはともに「個人」による開発に注目している。これに対して、Raymond(1998)は、少人数が

リーダーの下で中央集権的に開発を進める方法を「伽藍方式」、これに対して、いろいろな人が入れ替わり立ち替わり

開発を進める方法を「バザール方式」の開発と名付け、これが成功するための条件として次の3点を指摘している
注17

 。

注15
 厳密には対角項は除外すべきであるが、北山(1997)はこれも含めている。

注16
 この他に、回答頻度の高い者の方が、回答頻度の低い者や質問者よりも、サーバーの規模が大きく、1日あたりのサ

ーバーの利用時間も長く、Helplineのメッセージを読む頻度も高いことが示されている。
注17

 オープンソースは必ずしも消費者によるソフトウエア開発を前提としているわけではなく、企業の開発も認めている。
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　・コミュニティ形成を始めるときには、まずなによりも実現できそうな見込みを示せなきゃならない。

　・コーディネーターが、とてつもないデザイン上のひらめきを自分で得る必要性は必ずしもないと思う。でも、絶対に必要な

のは、その人物がほかの人たちのよいデザイン上のアイデアを認識できるということだ。

　・バザールプロジェクトは、コーディネータやリーダの対人能力やコミュニケーション能力が優れていないとダメだ。これは

説明するまでもないだろう。開発コミュニティをつくるには、人を引きつける必要がある。自分のやっていることに興味

を持たせて、各人のやっている仕事量についてみんなが満足しているように気を配る必要がある。技術的な先進性は、こ

れを実現する役にはおおいに立つけれど、でもそれだけではぜんぜん足りない。その人が発する個性も大事だ。

　出所)Raymond(1998)の山形氏による翻訳。

　彼はリーダーの存在を前提としているが、上で紹介したモバイルギアの事例については、プロジェクトリーダーがい

ないのにも関わらず、情報を共有する事によって、自律的、分散的に開発が進められている[Hamaoka (2000)]
注18

 。紹介

したMorph Oneの場合には「とよぞう」氏、Linuxの場合にはLinus Torbalds氏がそれぞれ仕様の決定などリーダー的な

存在となっている。「消費者による開発」であっても、場合によってその開発プロセス、管理方法が異なることがわか

る。どのような場合に、どのような開発が望ましいのかを明らかにするためには、他の事例との比較が必要だろう。筆

者は、モバイルギアの事例から、「共進化型製品開発」を提示した[[濱岡豊(2001b)]。この点についてはさらにログの

分析、アンケート調査などを進めている[糟谷、濱岡(準備中)]。

　なお、Apacheサーバーの場合、おなじ機能をもつソフトウエアが例えば20人で別々に開発され、それらのどれを公

認するかは委員会・コアメンバーの投票によって決定されるという
注19

 。これに対して、上に紹介したDOS化の場合

は、そのような機能はない。このような差異はソフトウエアの複雑度、コミュニティの文化などが作用していると考え

られるが、「消費者による開発」の事例を比較することは極めて興味深いテーマである。

3)新しい消費者行動モデルの必要性

　ここで述べてきたように、消費者は与えられたものについて情報を探索し、選択するだけの存在ではない。しかし、

刺激-反応モデルを提示したHoward and Sheth(1969)の書名が「The Theory of Buyrer Behavior」、情報処理モデルを提

示したBettman(1979)の書名も「An Information Processing Theory of Consumer Choice」であることにみられるよう、

これまでの消費者行動研究は「購買」とくに「選択」までのステップに注目したものである。これへの反省として、購

買後行動の重要性が指摘されている[例えばLilien et al.(1992), ch.2]。また、Holbrook(1995)は、「消費経験」の重要性

や、それを研究するための定性的な調査の重要性などを指摘している。しかし、これらも消費者が何かを開発、創造す

るという視点はない
注20

 。

　これについては、筆者は「既存のものを組み合わせる、手を加えることなどによって新しい使い方、製品・サービス

を創造し、コミュニケーションする消費者」のことを「アクティブ・コンシューマー」と定義し、その行動段階につい

て暫定的ではあるが包括的なモデルを提示した[濱岡(1999)、濱岡(2001a)]。

　ここでは、「個人的なプロセス」について、「購買プロセス」だけでなく「クリエイティブ・プロセス」も考慮して
注18 　なお、この他に筆者はDOS化ソフトの開発プロセスの特徴として以下を指摘している。

・個人の興味、能力に応じて、平行開発プロセス(異なった機能を異なるユーザーが行う)のみならず、重複開発プロセス(同じ機能

を異なったユーザーが行う)が行われ、さらにその情報が共有されることによって迅速で信頼性の高いソフトウエアが開発されて

いること。

・各ユーザーが複数の機能を果たしており、機能間での境界が固定されていない。これによって、情報の共有や開発のスピードが

向上すること。

・情報の交換やソースコードを公開することによって、情報の継承が行われ、これによって短期での開発、改善が可能になってい

ること。

・多様なユーザーによって情報が交換されることによって、変異が導入され、多様なソフトウエアが開発されること。

・多数のソフトウエアが開発されるが、それらがフォーラムのメンバーによって選択され、これによって、ソフトウエアが淘汰、

改善されること。

・プログラマー、ユーザーなどによって構成されるメンバーの間では、技術的な情報が直接交換・共有されさらに非技術的な話題

も交換・共有されていること。

・メンバーのモチベーションは多様であり、開発自体が楽しい、メンバーからの賞賛といった非経済的なモチベーションに基づい

て開発や情報の交換が行われていること。

　　このような特徴をもつ開発プロセスを「共進化型製品開発」としてまとめている。
注19

 MITのLakhani 氏、 von Hippel(2000)教授からの私信。
注20

 Andrews and  Smith(1996)は、ブランドマネジャーの創造性を規定する要因について分析している。
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いる。さらに、それが社会(コミュニティ)との関わりによって影響されることを踏まえて「社会的プロセス」も含めて

いる。

図表12 アクティブ・コンシューマーの包括的モデル

評価情報探索 購買 消費経験自己の購買プロセス

問題の発見

問題解決の方策の
探索

試行品の作成 テスト

個人的なプロモー
ションの努力

創造プロセス

仲間の共感、支持 社会への広がり

社会的プロセス

ニーズ認識

個人的プロセス

個人のパーソ
ナリティ

動機/関与 創造物の特性

企業の対応

個人の知識 関係資本

仲間とのコミュ
ニケーション

問題の創造

完成 個人での利用

個人での探索
共同での探索

個人での作成
共同での作成

個人でのテスト
共同でのテスト

仲間のプロモー
ションの努力

普及プロセス

創造物の特性

出所)濱岡(1999)

　消費者を理解することがマーケティングの出発点だとしたら、消費者の行動を理解し、モデル化することは、極めて

重要な問題である。　

4)企業のありかたの再考

　消費者による開発の例を紹介してきたが、「開発段階で消費者の声を聞く、もしくは消費者を開発段階に取り込んで

いけば対応できる」「ワンツーワンで個人別に製品のカスタマイズができるようになれば、一人一人のニーズに対応で

きるようになる」と考えることもできるのかもしれない。実際、松下電器はパソコンLet's noteの開発にあたってニフ

ティのフォーラムの意見を積極的に取り入れたという
注21

 。

　しかしながら、ことはそう単純には思われない。上に述べたように企業とそれを構成する社員との関係が変化してい

おり、社内的に見てもこれまでと同じ方法で従業員とつきあうことはできにくくなっていること、企業と消費者との情

報格差が縮小していること、彼らの開発の動機を満たすような製品・サービスを企業が提供できるとは限らないことで

ある。

　Palm社、Psion社、SEIKO社(Rupter)は、それぞれ独自のOSもしくはハードウエアを採用した携帯端末を発売する一

方で、開発のためのツールをユーザーに無償で提供した
注22

 。これによって、欲しいソフトウエアを消費者が自分で開

注21
 森田(1997b)に、その経緯が紹介されている。

注22
 モバイルギアの場合、Unishell上での開発キットを販売した。本体価格が7万円程度なのに対してキットは4万円と

相対的に割高であった。
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発することが比較的簡単になった。イノベーションの源泉としてユーザーの重要性を指摘してきたvon Hippel.(1988)

は、ユーザーによるイノベーションを促進するための方策として、ユーザーに対してtoolkitを与えることを提案してい

る[von Hippel(1999)]
注23

 。開発のためのツールを与えるというのは一つの方策だろうが、業種によっては不可能な場合

もあるだろう。これらの事例からどのようなインプリケーションを導き出すかは実践上の大きな問題である。

6.おわりに

　本稿では、消費者による開発の事例を2つ紹介し、これまでのマーケティングの限界を示した上で、新しいマーケテ

ィングのありかたとして「共進化マーケティング」の枠組みを紹介した。今後の研究の方向性の節で示したように、残

された課題は多い。

　例えば事例2のHP社は、一度はユーザーのソフトを公認したものの、生産中止の発表によって、一部のユーザーはこ

こに示すようなアクティブな行動を示した。一方、事例1のNECの場合は、筆者の知る限りでは中立的な立場をとり続

けた。「ユーザーグループが大きくなると圧力団体になる。だからなるべく小さい団体に区切っていく。」とは、ある

マーケターの言葉である。企業が「ネットワークによって結びついたアクティブコンシューマー」とどうつきあうかは

極めて難しい問題を含んでいる。

　情報ネットワークの発達によって、企業だけではなく消費者、そして従業員も多量の情報、ノウハウを仲間と共有す

ることができるようになった。このような新しい流れのなかで企業、消費者、従業員をとらえる新しい理論が必要とさ

れている。「共進化マーケティング」という視点から新しいマーケティング理論と実践を組み立てていくのが我々の課

題である。
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HP-LXシリー

ズの日本語

化、ソフト開

発

1990年

代初頭-

日本語入力、表示ソフトウエア、フォントの開発 オフ会。新

宿教会とも

呼ばれる

Niftyの

フォーラム

○ Hewlett-

Packard

HP社はユーザーの開

発した日本語化したソ

フトを公認。

「岡谷システム」

が日本語化ソフト

を発売。ASCII社

がHP-LXについて

の書籍を発売。

○ ○ ○

モバイルギア

のDOS化

1996- NEC独自のシェルで動いていたモバイルギアで、DOSが利

用できるようなソフトウエアを開発。その後、各種のソフ

トウエアが開発された。

オフ会 Niftyの

フォーラム

○ NEC なし ASCII社などが

Mobile Gearにつ

いての書籍を発

売。

○ ○ ○ 無し

Intertopのソフ

トウエア開発

1996- モバイルギアど同時期に発売された。カラー、DOSが使え

るといった特徴があるものの、シェアウエア開発はさほど

進まず。カラーのため、電池の持続時間が短いことやボ

ディがB5と大きいためか?DOSがそのまま使えるというの

もハードルを越える楽しみがないのかもしれない。

オフ会 Niftyの

フォーラム

○ 富士通 ?

Open

hardware(Mor

phy Oneプロ

ジェクト)

1999- HP200LXの生産中止に反対したが、受け入れられなかった

HPユーザー達が「とよぞう」氏を中心として、自分たちの

理想の携帯端末を設計、開発、販売する計画。会社を設立

し、現在、試作基盤のテスト中。予約も受付中。オープン

ソフトに準じたオープンハードの考え方を提示。

オフ会 Niftyの

フォーラム

から独自法

人HPへ

○ - - ○ ○ ○ ○ ○ とよぞう氏

が中心とな

り設計。

Palm Pilotの日

本語化

1994ご

ろから

日本語対応していなかった段階で、ユーザーが日本語表

示、入力を可能とするソフトウエアを開発。

Niftyの

フォーラム

○ Palm Pilot

社

IBMへのOEM。日本語

版の発売。

日本語化ソフトを

発売したメーカー

あり。

○

Psionの日本語

化

日本語対応がないものを日本語表示、入力が可能となるよ

うにユーザーがソフトウエアを開発。

Niftyの

フォーラム

○

青空文庫 1998- 著作権の切れた(もしくは著者の承諾を得た)書籍を入力し

ホームページに集積、公開するというプロジェクト。

法人HP ○ - ASCII社が支援。

ユーノス エンジン制御用ROMの書き換え。改造パーツ開発、販売。 走行会など 個人HP+そ

こでのBBS

マツダ ? ○ 個人HPの集

合体。

日本酒の愛好

家

1999 日本酒の愛好家たちが自分たちの理想の日本酒を蔵元に生

産させた。

? ○ - ○

Netscape

Navigator

Mozilla

1999- Netsccapeのブラウザーのソースを公開。同社の管理のもと

で改良を行っている。

○ ○ Netscape ○ Netscape社の

社員がリー

ダーとして

管理。

Apple

Darwin

1999- AppleのOSの一部をオープンソース化。 ○ ○ Apple ○

コミュニケーション方法 起源 コミュニティの機能
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Open CPU 理想のCPUを設計しようという動き。・fpgacpu.org・f-

cpu.tux.org・opencores.orgなどで進行中とのこと。

○ - ○ ○

Machintoshの

日本語化

1980年

代

日本語対応していないころ、日本語表示、入力ソフトを

ユーザーが開発。キヤノン販売が、公認してセット販売。

○ Apple ? キヤノン販売が、

公認してセット販

売。

○

Linuxの日本語

化

ソフト開発、マニュアル日本語化など。 日本Linux協

会HPなど

○ 独自のパッケージ化を

行う企業もある。

インストールを容

易にしたRed Hat

社など。

○ ○

Apache Linux用のサーバーソフトウエア。ユーザーが開発&サポー

ト。サーバーソフトでは最大のシェア。

HP

Free BSDの日

本語化

○ ○

Latexの日本語

化

○ ASCII社がCD-

ROMつき書籍を

出版

○

Appleユー

ザーグループ

個人でなくユーザーをグループ別に登録させている。この

他に、ユーザーによるQ&Aページもある。

Niftyフォー

ラム、個人

HP、ユー

ザーグルー

プ協会

既存

のも

のを

活用?

Apple ユーザーグループへの

会議室貸し出し。

Apple社HPから各UG

へのリンクなど。開発

キットはHP上に公開

されておりだれでも利

用可能。

ソ

フ

ト

ウ

エ

ア

開

発

モバイルギア

II向けLinuxの

開発

1998- WinCE型モバイルギアIIについて、個人ベースで開発&移

植。

オフ会 個人HP ○ NEC なし ○

モバイルギア

向けBSDの開

発

1998- 「竹村氏」による個人ベースの開発&移植。 個人HP ○ NEC なし ASCII社がCD-

ROMつき書籍を

出版

○

CPUアクセラ

レーターの開

発販売

PC/AT機のクロックアップ用の基板の開発、販売。日本の

場合、個人ページが多く、米国の場合、複数人数による分

担、企業による運営が多い?

オフ会あ

り。

個人HPおよ

びそこでの

掲示板

○ HP

上

も

し

く

は

メ着メロ 1994- 文字での隠語伝達。


